静岡県次世代育成支援企業認証審査票【記載例】

企業・団体名　　　　　　　　　
Ⅰ　｢仕事と家庭の両立｣や｢働き方の見直し｣などワーク･ライフ･バランスのための職場環境づくり
１　仕事と家庭の両立支援制度等

(1) 利用実績（※ 少なくとも１項目の実績があることが必要）
	項　目
	実績の有無
	実　績（過去３年間）
	添付書類

	
	
	
	資料名
	該当頁数

	ア 育児休業
	有・無
	過去３年間で男性○人、女性○人
	休業取得申請書(写)
(実績人数分)
	p.○

～p.○

	イ 出生時育児休業（産後パパ育休）
	有・無
	過去３年間で男性○人、女性○人
	休業取得申請書(写)
（実績人数分）
	p.○

～p.○

	ウ 介護休業
	有・無
	過去３年間で○人
	休業取得申請書(写)
（実績人数分）
	p.○

～p.○

	エ 子の看護等休暇
	有・無
	令和〇年度に○人
	休暇取得申請書(写)
（実績人数分）
	p.○

～p.○

	オ 介護休暇
	有・無
	令和〇年度に○人
	休暇取得申請書(写)
（実績人数分）
	p.○

～p.○

	カ 不妊治療に関する休暇・休業
	有・無
	過去３年間で男性○人、女性○人
	休暇・休業取得申請書(写)
（実績人数分）
	p.○

～p.○

	キ 育児・介護のための短時間勤務制度等
	有・無
	過去３年間で育児のための短時間勤務○人、

介護のための短時間勤務○人、早出・遅出○人
	制度取得申請書(写)
(実績人数分）、
短時間勤務制度以外の勤務形態の場合は労使協定書の写し
	p.○

～p.○


　　(2) 法定を上回る制度等（※ 少なくとも１項目の制度を有することが必要）
	項　目
	制度の有無
	内　容
	添付資料

	
	
	
	資料名
	該当頁数

	ア 育児休業
	有・無
	子の上限年齢：２歳６ヶ月(２歳超)、

取得可能回数：子１人３回まで
	育児介護休業規程第○条○項
	p.○

～p.○

	イ 出生時育児休業（産後パパ育休）
	有・無
	取得可能回数：子１人３回まで
	育児介護休業規程第○条○項
	p.○

～p.○

	ウ 介護休業
	有・無
	取得可能期間：100日(93日超)、

一つの要介護状態につき取得可能な回数：４回まで
	育児介護休業規程第○条○項
	p.○

～p.○

	エ 子の看護等休暇
	有・無
	取得可能日数：７日、２人以上なら14日(５日超、２人以上なら10日超)
	育児介護休業規程第○条○項
	p.○

～p.○

	オ 介護休暇
	有・無
	取得可能日数：７日、２人以上なら14日(５日超、２人以上なら10日超)
	育児介護休業規程第○条○項
	p.○

～p.○

	カ 育児・介護のための短時間勤務制度等
	有・無
	短時間勤務制度、フレックスタイム制、

早出･遅出勤務、残業免除
	育児介護休業規程第○条○項
	p.○

～p.○

	キ 法定以外の育児・介護・不妊治療に係る給与・休暇の制度等
	有・無
	育児・介護休業法上の休業・休暇等の有給措置、育児・介護・不妊治療のための独自休暇制度（慶弔休暇等の育児・介護以外を目的とした休暇制度は除く）、退職金の算定にあたり休業期間を勤務したものとみなす措置
	育児介護休業規程第○条○項
	p.○

～p.○


(3)　休業後の確実な復職（※ いずれも必須）
○　育児･介護休業者の原職等への復帰に係る就業規則等への明記

（「原職等への復帰」の「等」には、本人の復職に係る意向確認も含みます。）

	規程名、明記箇所(条項等)

	就業規程第○条○項　　　　　　　


　○　育児･介護休業者に対する復職に備えた措置・体制
	内　容
	添付資料

	
	資料名
	該当頁数

	休業中の定期面談の実施、休業中の資料送付、休業中の資格取得支援
	①支援体制、支援内容が書かれたもの（育児・介護休業復帰プログラム等）

②従業員への周知が確認できる書類
	p.○

～p.○


(4)　育児休業を取得しやすい雇用環境整備の取組（※ 少なくとも１項目の実施が必要）

	項　目
	実施の有無
	内容
	添付資料

	
	
	
	資料名
	該当頁数

	ア 育児休業・出生時育児休業（産後パパ育休）に関する研修の実施
	有・無
	従業員向けに研修を実施
	①研修開催通知

②参加者名簿

③研修資料

※管理職の受講は必須
	p.○

～p.○

	イ 育児休業・出生時育児休業（産後パパ育休）に関する相談体制の整備
	有・無
	相談体制を整備し、相談窓口を設置
	①相談体制が整備されていることが分かる書類
②相談窓口を設置したことを従業員へ周知したことが分かる書類
	p.○

～p.○

	ウ 自社の従業員の育児休業・出生時育児休業（産後パパ育休）取得事例の収集・提供
	有・無
	従業員へ事例を掲載した書類の配布やイントラネットへの掲載
	①従業員へ配布した書類
②従業員へどのように提供したかが分かる書類
※提供する事例が、特定の性別や職種、雇用形態に偏っている場合は不可
	p.○

～p.○

	エ 従業員への育児休業・出生時育児休業（産後パパ育休）の制度と育児休業取得促進に関する方針の周知
	有・無
	ポスター等を作成し、事業所内やイントラネットへ掲載
	①方針が明示された書類等
②従業員へどのように周知したかが分かる書類
	p.○

～p.○


２　働き方の見直し

(1)　働き方の見直し制度等（※ 少なくとも１項目の制度等を有することが必要）

	項　目
	制度の有無
	内　容
	添付資料

	
	
	
	資料名
	該当頁数

	ア
	会社としての働きやすい職場環境づくりの明示
	有・無
	経営方針書へ明示
	経営方針書(写)
	p.○

～p.○

	イ
	業務内容などを労使で

話し合う場の確保
	有・無
	労働時間を見直すための話し合う機会の設置、

業務の進め方や業務見直しを行う委員会の設置


	委員会設置要綱・内規、議事録
※年２回以上開催していること

※安全衛生委員会等、設置義務がある委員会は不可
	p.○

～p.○

	ウ
	柔軟な勤務制度
	有・無
	フレックスタイム、裁量労働時間制度、テレワーク、

サテライト勤務、短時間勤務正社員制度　等
	実施する勤務制度の規程等
	p.○

～p.○


(2)　働き方の見直し等の取組（※ いずれも必須）

	項　目
	内　容
	添付資料

	
	
	資料名
	該当頁数

	長時間労働の抑制の取組
	残業を禁止する曜日・期間（ノー残業デー、ノー残業ウィーク）の設定、または長時間労働削減につながるシステム・制度の導入
	・ノー残業デーを周知するポスター

・掲示写真
	p.○

～p.○

	有給休暇の取得促進の取組

※２(１)イの制度とは別の取組
	有給休暇の一斉付与日の設定、法定にない特別有給休暇（誰もが利用できるリフレッシュ休暇、バースデー休暇等）の設定、時間単位付与制度、年次有給休暇取得推進期間の設定
	・特別有給休暇や時間単位付与制度等を定めた就業規則、労使協定
	p.○

～p.○

	メンタルヘルスケアの取組
	全従業員がメンタルヘルスに関する相談を受けられる体制を整備
	（例）契約している相談サービスがある場合

①契約書

②相談サービスの案内資料

③従業員へ周知するポスター
	p.○

～p.○


Ⅱ　男女がともに能力を発揮できるための職場環境づくり
１　男女共同参画の取組（※ いずれも必須）

	項　目
	内　容
	添付資料

	
	
	資料名
	該当頁数

	男女共同参画宣言事業所の登録
	宣言のコピーを添付
	宣言書
	p.○

	女性労働者の職域拡大･登用への取組
	ア　女性管理職の登用

（本社での登用も可）

イ　資格取得支援制度の女性利用実績

ウ　キャリアアップ支援

（女性従業員が現在の役職から管理職となるために参加する研修会への参加費負担等）

エ　女性の職場環境の整備

（女性更衣室、トイレ等の新設）
	例）イ　資格取得支援制度の女性利用実績がある場合

①要綱、規約

②受検申込書の写し等

③会社の名前で振り込んだ振込控の写し、または経理簿等の写し
	p.○

～p.○

	男女共同参画に係る研修の取組
	従業員全員に向けた、男女共同参画や仕事と家庭の両立に関する研修会・勉強会の実施
	①研修の開催通知、または次第

②出席名簿（全社員が対象であること及び実際の出席者がわかるもの）

③研修資料

（スライド資料や配付資料）

④研修の記録
	p.○

～p.○


· 認証の要件となる項目は以上です。

Ⅲ．静岡県女性活躍応援会議への参加
	参加の有無
	有　・　無


※　認証の要件ではありませんが、参加依頼をさせていただくことがあります。
Ⅳ．独自の取組、アピール事項等

※　ここに記載する内容は認証の要件ではありません。Ⅰ、Ⅱの項目以外で独自に取り組んでいる事項、アピールしたい事項を「項目」欄に記載してください。

· 静岡県次世代育成認証企業として認証された場合、記載事項を県ホームページで紹介します。

１　｢仕事と家庭の両立｣や｢働き方の見直し｣などワーク･ライフ･バランスのための職場環境づくり
	項　目
	取組項目例

	
	· 育児・介護休業中の従業員への独自の経済的援助

· 配偶者出産休暇制度

· 家族の所用のために使用できる休暇制度

· パートタイム労働者の均衡待遇推進、正社員化の促進

· 出産、子育て、介護を理由に退職した従業員を対象とした再雇用制度

· 事業所内託児施設の運営

· 働き方の見直しや仕事と子育ての両立を図るための職場環境づくりに係る経営方針等の明文化

· 次世代育成支援対策推進法に基づく厚生労働大臣認定

· 均等・両立推進企業表彰

· ファミリー・フレンドリー企業表彰

· ふじのくに子育てに優しい企業表彰　など


２　男女がともに能力を発揮できる男女共同参画社会づくり

	項　目
	取組項目例

	
	· 男女がともに能力を発揮できる組織づくりに係る社の方針の明示や担当者又は担当部署の設置

· ダイバーシティ・マネジメントへの取組

· 固定的な性別役割分担意識に基づく慣習の改善

· 女性の採用促進

· 女性役職者の増加

· 男女共同参画社会づくりに関する表彰　など


３　社会貢献活動等

	項　目
	取組項目例

	
	· 従業員の地域活動、ＮＰＯ・ボランティア活動等への参加奨励等

· NPO、ボランティア活動等への資金援助や施設の提供等

・地域のスポーツや文化活動団体への事業協賛　　　

　等

・地域における青少年の育成や環境保護に資する活動等

・託児室・授乳コーナーや乳幼児と一緒に利用できるトイレの設置等の整備等（従業員以外が利用できる場合に限る。）




